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概  要 
 




「科学技術イノベーション政策における『政策のための科学』」（Science for RE-designing Science, 












人材データベースの構築及び運用」の成果に基づき、平成 26 年度博士人材 DB パイロット運用の
事業成果（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）を NISTEP がとりまとめたものである。 
 
1) 平成 26 年度博士人材 DB パイロット運用の実施 
博士人材 DB 構築事業は、我が国の博士課程修了者の長期的なキャリアパスや活躍状況を追
跡的に把握し、科学技術政策及び人材育成政策の策定に活用するためのシステムの構築を目的
としている。平成 23 年度から 25 年度にかけ、有識者ならびに大学・各関連機関との協議を重ね、
博士人材 DB のシステムとしての骨格が完成した。平成 25 年度までに開発した博士人材 DB の
Web システムを用いて、博士人材 DB の本格運用への早期移行を目指し、平成 26 年度、12 大学














概要図表 1 平成 26 年度博士人材 DB パイロット運用参加大学一覧 
大学種別  大学名  参加形態  
国立大学  
北海道大学  生命科学院の一部専攻  
筑波大学  人間総合科学研究科等 4 研究科の一部  
東京医科歯科大学  全学参加  
東京農工大学  全学参加  
東京工業大学  理工学研究科の一部専攻  
お茶の水女子大学  全学参加  
大阪大学  医学系研究科等 11 研究科の一部  
神戸大学  全学参加  
岡山大学  全学参加  
広島大学  全学参加（平成 26 年度修了者のみ） 
奈良先端科学技術大学院大学  全学参加（D3 学生のみ） 
私立大学  慶應義塾大学  理工学研究科  
（平成 27 年 3 月末時点） 
 
平成 26 年度博士人材ＤＢパイロット運用は、以下のような流れで実施された（概要図表 2）。 
 
























 入力率の調査  
 




ト上にも、博士人材 DB を周知するためのページを開設した。 
 












概要図表 3 アカウントの配付と説明会の開催 










北海道大学  H26.7 H26.10 H26.10 ― 
筑波大学  H26.7 H26.8 ― ― 
東京医科歯科大学  ― ― ― ― 
東京農工大学  H26.10 H26.11 ― ― 
東京工業大学  H26.12 H26.12 ― ― 
お茶の水女子大学  H26.7 H26.8 ― ― 
大阪大学  H26.12 未配付  ― ― 
神戸大学  H26.10 H26.11 ― ― 
岡山大学  H26.10 H26.11 H26.11 ○ 
広島大学  H27.1 H27.3 H26.9・10 ― 
奈良先端科学技術大学院大学  H26.7 H26.10 H26.10 ○ 
私立大学  慶應義塾大学  H26.7 H26.10 H26.10 ○ 
 
＜平成 26 年度博士人材 DB に関する協議会の設置と運営＞ 
パイロット運用参加大学の進捗状況を確認するとともに、本格運用に向けた議論を進めるため、























11 大学（注 1） 6,146 894 14.5% 
参考：9 大学（注 2） 4,395 889 20.2% 














れらの内容を踏まえ、博士人材 DB の本格運用に向けた論点を概要図表 5 の通り整理した。 
 
概要図表 5 博士人材 DB の本格運用に向けた論点構造 
分類 番号・項目 論点の内容 
Why ①主目的  課題の設定と解決策としての「博士人材 DB」の構築 
What ②調査・分析内容 














⑧モニタリング・評価  どのように進捗状況をモニタリング・評価すべきか 











化」として結論付けられた。詳細を概要図表 6 に整理する。 
 


























を経て検討した。その結果として、大きく 3 点に分類された（概要図表７）。 
 

































 入学時に博士課程学生全員を対象に ID を付与し、速やかにアカウントを配布する。 
 アカウント配布直後に「基本情報」・「課程在籍時情報」の入力を促す。 
 修了時に博士課程修了者を対象として「課程修了直後情報」の入力を促す。この際、修了
後の 5 月 1 日現在の進路情報を入力することとする。 
 博士課程修了者を対象とした「課程修了後の進路情報」を追跡するための現状調査を年に
1 回実施し、11 月 1 日現在の連絡先や所属等の情報について、前年より変更がないかを確
認し、変更がある者には情報の更新を促す。 











































































































































の 3 点を詳細に検討した（概要図表 10）。 
 












































 統一 ID・相互認証の導入 


















概要図表 11 博士人材 DB パイロット運用の実施段階と進捗状況の確認手法 
段階 内容 作業主体 確認手法 指標 
STEP0 
アカウント発行 大学 発行日の業務記録 
日付 
発行数 








基本情報（メールアドレス含む）入力 登録者 Web システム 入力率 
STEP2 課程在籍時情報入力 登録者 Web システム 入力率 
STEP3 修了直後情報入力 登録者 Web システム 入力率 










博士人材 DB のパイロット運用を通して、博士人材 DB の Web システムに関する操作性や、表示
されている文言、システムのバグ、追加すべき機能等について、随時検証を進めた。これらの修正
を要する項目をリストとして整理し、優先順位を設定した。平成 26 年度パイロット運用の結果や論







改修の一例として、博士人材 DB の Web システムに実装した登録者検索画面を示す（概要図表
12）。企業マッチング支援と登録者検索は、博士人材 DB の Web システム上の機能として、登録者
が希望した場合にのみ入力した情報が検索・閲覧される仕様としており、利用には本人の許諾を















テム機能として実装する上で、想定している現状調査のフローを概要図表 13 に示す。 
 









現状調査は 1 年に 1 回の実施とする。まず、所属や連絡先等の変更の有無を確認し、変更があ




能を博士人材 DB に実装し、平成 27 年秋には第 1 回現状調査を実施する予定である。 
 
＜今後の進め方＞ 
今後の博士人材 DB の本格運用を見据えて参加大学を拡大していくにあたり 
① 博士人材 DB に新規参加する大学そのものを増やす 
② 既に参加しているが一部の研究科のみの参加に留まる大学に全学参加への移行を促す 








奈良女子大学、九州大学、熊本大学、東京理科大学の 8 大学が参加を表明している（平成 27 年
8 月 1 日時点）。これにより、パイロット運用参加大学が全学参加した場合の大学単位での博士人
材のカバレッジは、平成 26 年度の 23.9%から平成 27 年度の 48.8%に上昇している（概要図表 14）。 
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ータが博士人材 DB に蓄積していくことが望ましい。博士人材 DB の設計に際しては、入力された情
報が全て分析に使用されること、そして、登録者に入力負荷を感じさせないことが理想的な仕掛け
である。 
各参加単位の短期的なメリットの達成が全体の長期的な意義・メリットの形成につながり、登録者
である博士人材が国ならびに大学によるフィードバックの恩恵を二重に受けることのできる体制の実
現に向け、博士人材 DB システム構築の推進を図る。また、本事業に要求される持続性の確保の
見地から、他事業との連携やより望ましい運用形態について、継続的に検討・協議していく。 
 
 
 
